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1990年代における中国高等教育機会の地域間格差

　　　　　一 省別学生募集制度に着目して

竇　 心浩

1 ．　 問題 設定

　高等教育機会 の 地域 間格差 は世界各 国に共通 した社会問題で ある 。
こ の 問題 に 関

し て は
， 高等教育の 需要側 と供給側 と い う 2 つ の 角度 か ら理解す る こ とが で き る。

友田が 「各地域の 学歴 ， 職業 ， 収入 に基づ く階層構 成が ， 大学進学率 と極 め て 高 い

相関関係に あ る」（友田 　1970
， p．195）と指摘 し た よ うに ， 需要側で は ， 各地域 の社

会経済条件が 直接的 また は 間接的 に 大学進学率 に 影響 を及ぼ して い る 。

一
方 ， 供給

側で は ， 高等教育の 地域 的構造 と各県の 大学収容力が 県別の 高等教育志願率 と大学

進学率 に 大 きな影 響 を及 ぼ し て い る と考 え ら れ る 。 吉本 （天野他　1983， pp．15
−21）

は
， 社会経済条件の 県間格差 を反映す る 「大学収容力の 県問配 置」が都道府県間の

大学進学率 の 格差 を説明 す る 要因で ある と指摘 して い る 。

　諸外国 と同じ よう に ， 中国 に も高等教育機会 の 地域間格差 問題が存在 して い る 。

た だ し， 他の 国 と違 っ て ， 中国 は長 く続い た 計画経済体制の 影響で ， 独特 な省別学

生 募集制度を持 っ て い る 。 同制度の下 で は ， 中央政府 は年度 ご と に全国の 大学入学

定員 を決 め ， 定員を計画的に 省別 に配分す る 。 また ， 住民 の地域間の 移動 を厳 し く

制限す る戸籍制度が存在す るた め ， 各省の大学進学率は配分 された入学定員の 枠 と

省内の大 学進学該 当年齢人 口 に よ っ て規定 され て い る
（1）

。 したが っ て ， 中国に お け る

高等教育機会 の 地域 間格差 は需要側 の受 験競争の 結果 と い う よ り， 供給側 の 中央政

府の 高等教育機会の 分配 の結果 と言っ た ほ うが よ り適切で ある 。
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　市場社会で は ， 高等教育機会の 地域間格差 を是正 す るた め に ， 政府が 貧困地 域 へ

の経済援助 ， 学生 へ の 奨学金の 支給 ， 大学収容力の 小 さ い 地域 に お け る大学の 新増

設な ど， 社会経済条件 と大学収容力の 地域間格差 を解消す る措置を とる例が よ く見

られ て い る
。

こ れ ら の 間接的な是正 措置に比 べ
， 大学入 学定員の 計画的な配分 は高

等教育機会の 地域間格差問題 の 解 決に よ り有効 に 働い て い る と考 え られ る。 しか し，

各省 へ の 入 学定員の 配分に 関す る計画 は高等教育 シ ス テ ム の構造 と高等教育制度 か

ら多大 な影響 を受 けて い る 。 中国の 大学 は所管関係に よ っ て ， 中央所管大学 と地 方

所管大学
 

とい う 2 つ の セ ク ター
に大別する こ とが で きる 。

い まの 高等教育制度 の

下で は， 地 方所管大 学 は主 に立地 す る省 の 中で学生 を募 集す るの に対 し， 中央所管

大学は省の 枠を越 え ， 全国各省で 学生 を募集する こ と に な っ て い る 。 それ ゆ え ， 省

別大学進学率で 示 され る各省 の 高等教育機会は省 内の 大学収容力だ けで な く， 省外

の大学か ら配分 さ れた入学定員 と も密接 な関係 を持 っ て い る 。

　 1990年代 に入 っ て か ら ， 高等教育の 量 的拡大 と市場化が 急速 に 展開 した 。 中国の

高等教育在学率 は 1992年の 3．5％か ら2001年の 13．2％ まで 上昇 し ， ト ロ ウ の 言 うマ ス

段階に 接近 し つ つ あ っ た 。 2002年に ， 高等教育在学率が 15．0％に 達 し ，
マ ス段 階に

入 っ た 。 また ， 1992年以 降， 社会経済 シ ス テ ム の 「社会主義市場経済」体制 へ の移

行 に伴 っ て ， 高等教育分野で は これ まで 存在 しな か っ た授業料の徴収 ， 大卒者就職

の 自由化 ， 大学財政の 多様化 ， 中央所管大学 の地方政府 へ の移管 ， 民弁大学 （私立

大学）の 承認 な ど，

一
連 の市場化 の動 向が現れ た 。 さ らに ， 1998年以降 ， 三 分 の 二

以上 の 中央所管大学が地方政府 に 移管 され ，
そ れ以外の 中央所管大学は中央政府 と

地方政府 の 「共同管理 」 を受 け る こ とに な っ た。地方政府 との 関係 の 強化 に よ っ て
，

これ らの 大学は地 方の 高等教育機会市場 や労働市場 の 変動 を よ り敏 感 に捉 え る よう

に な っ て い る 。 そ の 中で
， 高等教育機会 の 地域間格差の 是正 に 関し て

， 中国の 省別

学生 募集制度が ど の よ うな役割 を果た して い るの か 。 本稿で は ， 省別学生募集制度

に よ る入 学定員の 省別配分 の 実態 とそ の 変容 を考察 して
，
1990年代 と い う高等教育

の 量的拡大 と市場化の 時代に お け る高等教育機会の 地域間格差問題 の 本質を考えて

みた い 。 本稿 は次 の 構成で 議論 を進め て い く。 まず第 2節で ， 先行研究を検討す る 。

そ して ， 第 3節で は， 本稿の分析枠組み とデータ を説明す る。 第 4 節で は ， 大学進

学率の 地域 間格差の実態に つ い て ， 特に大学収容力の 地域間格差 との 関係か ら考察

す る 。 続 く第 5節で は ， 高等教 育機会 の再分配制度に あた る省別学生 募集制度が地

域間格差の 是正 に 果 た して い る役割を分析す る 。 最後 に第 6 節で は ， 本研究の知見

を ま とめ る と と もに
， 高等教育機会の 地域間格差の 是正 に お ける省別学生募集制度
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1990年代における中国高等教育機会の地域間格差

の 意義 を検討 す る 。

2 ．　 先行研 究の 検 討

　中国で は ， 高等教育機会の 地域問格差 問題が注 目 され 始めた の は， 1990年代末以

降の こ とで ある 。 主要な研究 と して ， 黄 （1999）， 唐他 （2000 ）， 王 ・ 陳 （2002）， 趙

（2003），楊 （2004） な どが挙 げ られ る 。 高等教育機会 の 地域間格差 に関す る研究の

多 くは ， 考察す る年度が異な るが ， 中国各地域の問 に存在す る大 き な格差 を指摘 し

て い る 。 研究方法 と内容 の違 い に基 づ い て ，
こ れ らの 研究は マ クV レ ベ ル と ミ ク ロ

レ ベ ル とい う 2 つ の ジ ャ ン ル に分 け る こ とが で きる。

　マ ク ロ レ ベ ル の研究 （黄　1999， 唐他 　2000， 趙 　2003）は， 主 に高等教育機会

の 地域的分布の 特徴 を議論 して ， そ れ に影響す る マ ク ロ 的要因 を検討 して い る。
こ

れ ら の 研究を通 して ， 以下の よ うな こ とが分 か っ た 。 中国で は ， 大学収容力 と ほぼ

同様 に ， 高等教育 へ の 進学機会 が多い 省 は東部沿海地域で あ るの に対 し， 機会の 少

な い 省 は中西部地域 に多い の で ある （唐他　2000， p，17）。 さ らに ， 地域間格差の原

囚 に関 して ， 諸先行研究 は様 々 な角度か らアプ ロ
ーチ してい る 。 黄 （1999）は ， 各

省の 社会経済条件 の 違い に注 目して ， 工業化水 準 ， 後期 中等教育収容規模， 普通高

校在学率 ， 省 内大学数 ， 大学志願率 な どの 説明変数が大学進学率 に有意な影響を及

ぼ して い る こ と を指摘し て い る 。 さ らに ， 趙 （2003）は よ り本質的な要因 と して
，

高等教育機関の 東部沿海地域 へ の 偏在 と ， 教育部所管大学
（a）

の 定員割当に お け る経

済先進地域の 有利 な立場 を取 り上 げて い る 。 これ らの 研究で ， 経済要因 と制度 ・
政

策要因が高等教育機会の 地域間格差 に影響 を及 ぼ して い る こ とが明 らか に な っ て い

る 。

　上述 の マ ク ロ レ ベ ル の 諸研究 よ りや や 遅れ て 登場 して きたが ， 王 ・ 陳 （2002）， 楊

（2  04）な ど の 研究 は マ ク ロ データ を よ り詳細 に 分析す る だ けで な く， 個別大学 に 関

す る ミク ロ データ を扱い
， 学生の 募集 に お け る大学や 政府組織 の行動 を も考察 して

い る 。
こ れ らの 研究 は， 中国 に お け る高等教育機会 の地域間格差 を生 み 出した 独特

の メ カ ニ ズム を よ り詳細に描い て い る。

　 王 ・陳 （2002） は一
部の 重 点大学の 省別割当定員 に関する量的デ ータ と ， 2 校の

大学に 対す る イ ン タ ビ ュ
ー

調査か ら得た質的データで ， 高等教育機会 の配分 に影響

す る政府の 政策 と大学の 学生 募集戦略を分析 し
， 入 学定員の 計 画経済 的な配分方式

と高等教育 の市場化改革が ともに 高等教育機会の 地域間格差の 拡大 を促進 して い る

こ と を指摘 して い る 。 同研究で は ， さ らに 大学入学定員が 各省の 人 口 や受験者人 数
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に基 づ い て 平等に分配 されて い ない こ とが確認 された 。 近年， 大学の地方化趨勢
ω

が

強ま っ て い る た め ， 定員の分配に お け る 「地元利益」（host　benefits）は ます ます増

えて い る 。 高等教育の 市場化改革の 中で ， 大学 は教育研究活動 に必要 な資源 と学生

就職市場 を確保す るた め に ， 地元や経済発展 の先進地域 に よ り多 くの 定員 を割 り当

て る傾向が ある 。 そ の 結果 ， 現在の 高等教育制度 の 下 で は， 大都市や先進地域の 省

は よ り多 くの 高等教育機会 に恵 まれ る こ と とな っ た 。

　大学の 省別定員割当 に 関して よ り詳細な研究を行な っ た の は揚 （2004）で あ る 。

楊 （2004） は2000年 ・ 2001年 ・ 2002年の 3年度に お け る38校の教育部所管大学の 省

別定員割当の 実績 を分析 して ， 大学定員割当の地元偏 向 と先進地域偏 向の み な らず ，

近隣地域偏向 を も見出 し た 。 また ， 定員割当の基準 と して ， 経済発展水準 ， 中等教

育発 展水準 ， 人 口 ， 該当大学 へ の 志願 率な ど を挙 げて い る。 さ らに ， 各大学 の省別

割当定員 は安定 した もの で ， 年度 に よ る変化 は非常 に 少 な い
。 王 ・陳 （2002） と 同

様 に ， 楊 （2004） も現在の大学学生募集制度で は， 経済発展 の先進地域の諸省が 最

も恵 まれ てい る と指摘 して い る。

　以 上 の 先行研究に よ っ て ， 高等教育機会の 地域 間格差 の実際 とその影響要因があ

る程度明 らか に な っ た 。 ただ し，
これ らの研究 は，

い くつ か の課題 を残 して い る 。

まず， 市場 化や 量 的拡大の 前後に お け る高等教育機会の 地域間格差の 変容 に 関す る

考察が 不十分で ， 市場化改革に よ る大規模な 社会変動が 高等教育機会 の 地域間格差

に 及 ぼ した 影響 を明 らか に して い ない と指摘す る こ とが で きる 。 次 に
， 多 くの 先行

研 究 は東部先進地域 と中西部後進地域 と い う伝統的 な分 類 に こ だわ っ て い るた め ，

各地域グル ープ内の 多様性 が見逃 され，高等教育機会 の 地域間格差の 実態 も正 確 に

捉 え られ てい ない
。 さ らに ， 最大 の課題 は ， 利用 され て い る データや資料が非常に

限定的 で ， 実証 的分析 が不十分な点で あ る 。 本稿 は先行研究 を踏 まえ ， 調査 で 入手

した新 しい デ ータ を加 えて ， 中国に お け る高等教育機会の 地域 間格差問題 を よ り正

確 に 理解す る こ とを 目指 す 。

3 ． 分 析枠組 み とデ ー タ

3．1， 分 析枠 組 み

　高等教育機会 を希少 資源 と見なす と， 入学定員 の計画的な配分 は
一

定の 公共政策

に 基づ い て政府 が 資源 を分配す る過程 で もあ る 。
こ の よ うな視点か ら ， 中国に お け

る高等教育機会 の 配分 を第
一

次分配 と再分配 と い う 2 回 に分 ける こ とが で き る 。 第

一
次分配 は各地 域 に お け る高等教育機関の 新増設の こ と を指す 。 第

一
次分 配 の 結果
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と して
， 各省の大学収容力が大 き く異 な っ てい る場含 ， 定員の再分配が高等教育機

会 の地 域間格差 の 是正 に重 要な役割 を果たす こ とに な る 。 制度的な再分配メ カ ニ ズ

ム の存在が中国の 高等教育機会 の 地域 間格差問題 の ユ ニ ー ク な とこ ろ で あ る 。

　高等教育機 会は全 て の 地域 に平等に 分配す る こ とが 望 ま し い と考 え られ るが ， そ

の 達成状況 は第
一

次分配 と再分配 との マ ッ チ ン グの 程度 に 左右 されて い る。 各地域

の 大学収容力に 大きな格差が存在す る場合 ， 収容力の 高い 地域か ら低い 地域へ 入 学

定員 を移転す る こ とは格差是正 の 有効な手段 だ と言え る 。 しか し ， 大学入学定員 は

公 共経済学 に扱わ れ る よ うな単純な公共財で は ない 。 学生 は大学 の 中で 高度 な知識

を習得 して か ら ，

一
定の 技能 を持 つ 者 と して 社会 に進出 し ， 大学 や社会全体 に大 き

な利益 を もた ら して くる た め
， 高等教育サ

ー ビ ス を提供す る政府 と大学は教育活動

の 過程 と成果 に も配慮 しない わ け に はい か ない 。 それ ゆえ ， 高等教育機会の第
一

次

分配 と再分配 を行 な う際， 供給側の 政府 と大学は将来の 収益 を最大化す るた め に
，

配分先 の各省の 特性 を無視で きない だ ろ う 。 さ らに ， 制度の 変動 に よ っ て得 られ る

収益 も常 に変 化 して い る た め ， 制度の 変容が再分配 に 及ぼ した 影響 に も考慮す る必

要が ある 。 以上 の 分析 を通 して ， 計画経済体制か ら市場経済体制 に移行 しつ つ あ る

中国で ， 入学定員の 再分配 メ カ ニ ズ ム が実際 に果た して い る社会的役割 を考察 して ，

高等教育機会の 地域間格差 に対 す る直接的な是正 政策 の有効性 を議論 して み た い 。

3．2． デ
ー

タ と指標

　高等教育の 量的拡大 と市場化の 時代 に お け る高等教育機会の 地域間格差 を客観 的

に捉 え るため に ， 本稿 は量的拡大 と市場化 の前後 に お け る1992年 と2001年の 2 年度

を考察対象 とす る 。 本稿で は ， 各省 に 配分 さ れ た 定員 ， 各省の 省内に 立地 す る大学

の 募集定員
〔5；

， 各省の 18歳人 口 ， の 3 つ の デー タ を利用 して ， 各省の 大学進学率 と大

学収容力 を試算 し た 。 その 式 は以 下 の 通 りで ある 。 こ こ で い う大学進学率 は定義上

「省内定員配分率」と い うの が よ り精確 か もしれ な い が
，

一
般 に 用 い られ る省内の 大

学進学率 と同 じな の で，以下 で は こ の定義 を大学進学率 と言 うこ と に する。

　　　大 学進学率 ＝ 省 内出身者に 配分 された入 学定員数 ÷ 省 内18歳人 口

　　　大学収容力 ＝ 省内に 立地す る大学の 総募集定員数 ÷ 省 内18歳人 口

　1992年の省別 入学定員の デ ータ は 「1992年全国普通 高等学校招生来源計画」に 記

載 されて い る もの で あ る。
2001年の 省別 入 学定員 に 関す るデータは 「2001年部分高

校在各省 （市区）録取本科生高考平 均分統計」を中心 に 算出さ れ た もの
（6｝

で あ る 。 さ

らに ， 本稿で は ，
14校の 大 学の 省別 割当定員 を例 と して ，大学の 定員割 当行動 を考
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察 した が
，

これ らの データ も上述の 両資料で 算出さ れ た もの で ある 。 また ，
こ の 2

年度の省別18歳人口 の データは 199 年に 行 なわれた人 ロ セ ン サス の 資料 に基づ い て

推測 され た もの で ， 各省の 大学が募集 した学生数は 『中国教育統計年鑑』 に掲載 さ

れて い る 。

4 ． 高等教育機会の 地 域 間格 差

4．1． 大学進 学率の 地域 間格差 とその 変容

　図 1 は 1992年と 2001年の 省別大学進学率を示 して い る もの で ある 。 図の 中で ， 右

上 の 方に位置す る諸省 は進 学率 の高 い 省 で ， 左 下 の 方 に位置 す る諸省 は進学率 の低

い 省で ある 。 全体的 に は ，
い ずれの 年 に も江蘇 遼 寧 ， 山東な どの 経済発展 水準 の

高 い 省が チベ ッ ト， 貴州 ， 雲南 な どの 経済発展水準 の低 い 省 よ り大学進学率が 高い
。

と りわ け ， 先進地域 の 中の 北京 ， 上 海 ， 天 津 と い う 3大 都市の 高い 進学率は際立 っ

て い る 。 た だ し ， 先行研 究で は見逃 され た が ， 先進地域 の 中に は ， 福建 ， 広東 の よ

うな進学率の低 い 省
 

もあ る
一

方， 後進地域の 中 に吉林 ， 陝西 ， 湖北 の よ うな進学率

の 高い 省
 

もある 。 中国で は ， 各省の 経済力が大学進学率に 大 きな影響力 を持 っ て い

る とは言 え ， それ以 外 の 要因 も大学進学率 に影響 を及 ぼ して い る 。

　っ ぎに ，
2 年度の 省別大学進学率 の 相関に 注 目 して み よ う。 1992年の 大学進学率

を独立変数 （P1992）， 2001年の 大学進学率を従属変数 （P2001）とす れ ば ， 以 下 の 回

帰式が 立て られ る 。

　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 P2001 二 a 十b ＊ P1992

この 式に 基づ き，大学進学率の 地域 間格差 の変動に 関 して ， 図 1 の よ うに ， 複数の

モ デル が想定で きる 。 1番目は停滞 モ デル で ある 。 この モ デル で は ， 回帰式 の定数

項 a は 0 ， 回帰係数 b は 1 で ， 2001年に お け る各省 の大 学進学率が 1992年 とま っ た

く同 じ で
， 地域 問格差 に は変化が な い 。 しか し，

1992年か ら2001年 まで
， 全 て の 省

で 大学進学率が 上昇 して お り， 停滞 モ デル は現 実に ま っ た く当て は ま らない 。 2番

目は均 等拡張モ デル で あ る 。 回帰式 の 中で ， 回帰係数 b が 1 ， 定数項 は 10．6 （省別

大学進学率の増加量 の平均 ） とな る。 このモ デル は全て の省 の大学進学率が 同程度

の 幅 を も っ て増 加す る こ とを想 定 して い る 。 しか し， 実際 に， 各省 の増加幅 は大 き

く異な り， 均等拡張モ デル が現実 との齟齬 を生 じて い る。 3番目は格差縮小 モ デル

（図 1に は示 され て い ない ）で あ る 。 回帰係数 b の値が 0 と 1の 間の 区域 に入 る場合

（0〈 b＜ 1）に は ， 同モ デル の 回帰直線 の傾 きが均等拡張モ デ ル 直線 よ り小 さ く， 地

域間格差 が縮小 の 方向に動 く。

一
方 ， 4 番 目の格差拡大 モ デ ル で は ， 回帰係数が 1
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1990年代における中国高等教育機会の地 域間格差
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出所 ）　「1992年 全 国 普通 高等学校招生 来源 計 画 」， 「2eOl 年部分高校在各省 （市 区 ）録 取 本科生 高考

平 均 分 統計」，『中国教育統
’
計年鑑亅（2DO1年・版）

　　　　　　 図 1　 1992年 と2001年の 大学進学率の 対比

よ り大 き く（b＞ 1）， 回帰直線の 傾 きが 均 等拡張モ デル 直線 よ り大 き く， 地域 間格差

が さ ら に 拡大す る 。 1992年 と2001年の各省の 大学進学率 を用 い て ， 回帰分析 を行 っ

た結果 ， 図 1 に示 した よ うに
， 回帰係数 は2．3で

， 疑い な く格差拡大モ デル に当て は

ま っ て い る 。 す なわ ち ， 1992年か ら2001年 まで の 間 ， 高等教育の 拡大 に つ れ て ， 全

て の 省で 大学進学率が増加 して い る が ， 全体的 に 見れ ば， 大学進学率の 高 い 省 ほ ど

増加幅が 大 き く， 大学進学率の 地 域 間格差が 拡大 し て い る と い う こ とに な る 。
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4．2． 大学進 学率の 地域間格差 と各省の大 学収容力

　各省の 大学収容力は高等教育機会 の 第
一

次分配 の結果 で ある と同時 に ， 再分配の

対象で もあ る 。 図 2 は北京 ， 上海 ， 天津 とい う 3大都市以 外の 各省 の 大学進学率 と

収容力の 分布 を示 して い るもので ある 。 1992年 と2001年に お け る両者の相関係数 は

そ れ ぞれ 0．84と0．93で ， 大学進学率が収容力 と非常に強い 相関関係 を持 っ て い る 。

また
， 両年度 の 回帰直線 の傾 きは共 に ， 収容力 と進学率が完全 に

一
致す る状態 を示

す 「完全
一

致直線」 よ り小 さ く， 大学進学率に お ける不 平等の 程度 は収容力 よ り小

さい
。 定員の 再分配 は明 らか に格差是正 の 役割を果た して い る と言える 。 図に は示

して い な い が ， 進学率の 特 に 高い 3大都市 はい ずれ も大学収容力が進学率 を大 き く

上回 り， 「完全
一

致直線」か ら乖離 して右下に 位置 して い る
（9）

。 すなわ ち ， 大都市が

高等教育機会の 再分配 に お い て 比較的大 き な役割 を担 っ て い る 。 また ， 大学収容 力

の 低 い 諸省 は ほ とん ど全 て が 直線の 左上 の 方 に位置 して ， 収容力 を上 回 っ た量の 高

等教育機会 を配分 さ れ て い る 。 ただ し， 両年度 に お ける各省 は い ずれ も 「完全
一

致

直線」か ら非常に 近 い 位置に 分布 し ， 各省の 大学進学率 は収容力 とか な り
一

致 して

い るた め ， 再分配 の効果 はそれ ほ ど大 きい とは言えな い 。 また ， 2001年 の進学率 と

収容力の相 関係数 の 値が 1992年 よ り大 き くて ， 第
一

次分配 の結果 と して の収容力が

進学率に与 えた影響 は さ らに 拡大 して い る。
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出所） 「1992年全国普通高等学校招生 来源計画」， 「2001年部 分 高校在 各 省 （市 区 ）録 取 本科生高考 平 均分統

　 　計」，『中国教育統計年鑑H1992年版 ， 2001年版）

　　　　　　 図 2　 省別 大学進 学率 と大学収容 力 （1992年 ＆ 2DOI年）
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5
．　 省別 学生募集制度の 実態

5．1． 省別学生 募集制度につ い て

1990年代における中国高等教育機会の地域間格差

　高等教育機会 の第
一

次分 配 の 結果 に対 し て
， 直接的な手段で 再分配 を行 う制度 は

計画主義的発想 に基づ い て い る 。 中国の 省別学生募集制度 は社会経済シ ス テ ム の 中

央集権化 と計画化 か ら影響 を受 けて
，
1950年代初頭 に 出来．ヒが っ た もの で あ る 。

つ

ま り， 大学が 入学試験 に先立 ち入 学定員 を各省 に割 り当て
， それ に相当す る人数の

学生 を省別 で 募集す る制度で ある。現制度下で は ， 中央所管大学 と地方に 移管され

た元 中央所管大学 （以 下 ， 地方移管大学 と略）は 省の枠 を超 えて 全 国各省で 学生 を

募集す るの に対 し
， 地方所管大学は基本 的に は省内で学生 を募集す る

ao）
。

　省別学生募集制度 を具現す る の は
， 毎年大学別で 作 られ る 『学生募集計画』（原語 ：

『招生計画』）で あ る 。 『学生募集計 画』は主に ， 大学全体の 募集定員 と省別募集定員

を決 め る 『学生募集事業計画』 （原語 ： 『招生事業計画』， 以下 『事業計画』 と略）

と 『学生 省別募集計画』 （原語 ： 『招生来源計画』， 以 下 『省別計画』 と略）か らな

っ て い る 。 こ の計画 は， 拘束力が 強 く， 実際国全体の 大 学進 学率 と各地域 の 大学進

図 3　 「学生募集計画」作成の プ ロ セ ス

319

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

学率は， 各大学 の 『事業計画』 と 『省別計画』で 規定 されて い る。

　各大学の 『学生募集計画』 は ， 大学 ・地方政府 ・中央政府の 三 者の 立案 と調整 を

経て成立す る もの で ある 。 まず， 『事業計画』を決定す る 。 『事業計画』の 作成の手

順 は図 3の よ うにな る 。 最初に大学は学内の 各学部 ・学科 ・専攻の 募集定員 と大学

全体の 募集定員を決め
， 関係書類 を各 自の 主管官庁 に 提 出する 。 具体 的に は ， 地方

所管大学 と地 方移管大 学 は地元 の省 の教育担 当部 門 と計画担 当部 門へ
， 教育部 の 所

管す る中央所管大学 は教育部 と国家計画委員会 へ
， 他の 中央省庁の 所管す る 中央所

管大学 は各中央省庁 へ 大学 の 『事業計画 （草案）』 を提 出 して ， 調整 と指導 を受 け

る 。 所管官庁で の 審査 後 ， 各省政府 と各中央省庁 は各 自が管理 す る大学の 『事業計

画 （草案）』を教育部 と国家計画委員会に提 出す る 。 教育部は各中央省庁 と各省 の 『事

業計画 （草案）』 を ま と め
， 国家計画委員会 に 報告す る 。 国家計画委員会 は 地 方政

府 ， 各中央省庁 ， 教育部所管大学 の提 出 した 『事業計画 （草案）亅を参考 に ， 教育部

の 『事業計画 （草案）』に対 して若干 の調整 を行う 。 それか ら
， 教育部 ， 各 中央省庁

と各省の 教育担 当部門 を通 して 認可 さ れ た 『事業計画』 を各大学 に 通達する 。

　中央所管大学 と地 方移管大学 は認 可 さ れ た 『事業計画』 に基 づ き， 各省で の各専

攻の募集定員 に関す る 『省別計画 （草案）』を立て ， 省別の募集定員を決 め る 。 『事

業計画』 とほ ぼ 同 じプ ロ セ ス で ， 大学は 『省別計画 （草案）』を各 自の 主管省庁 に提

出す る 。 各主管省庁 ， 教育部及 び国家計画委員会の 審査 を経て ， 認可 された 『省別

計画』が 各大学 に通達 され る
〔ID

。

　最後 に
， 教育部が 全大学の 『省別計画』をま と め

， 各省の 学生 募集担当部門に各

大学 の 同省で の 専攻別学生募集数な どの情報 を正 式 に通達す る 。
こ の よ うに して

，

当年度の 『学生募集計画』が最終的 に成立 し ， 各大学の 入学定員及び定員の 省別 ・

専攻別分布が計画の 形で 最終的に 確定す る
。

5．2． 再 分配 の 実績

　現在の学生募集制度 の 下で ， 地方所管大学 の入 学定員は再分配 の 対象 に な らな い

ため ， 高等教育機会 の地域間格差の 是正 は中央所管大学 と地方移管大学 の入学定員

の省 別割 当て に頼 る しか な い 。 そ の た め ， 再分配 に は制度的な限界が ある 。 1993年

と2002年 に は ， 全国の 大学在学者に 占め る中央所管 （地 方移管）大学在学者 の割合

は そ れ ぞ れ 41．6％ と39．5％で ， 再分配 に利用 で きる定員は全体の 約 4割 で ある
ω

。

　図 4 は 各省の 大学進学者 に 占め る 中央所管（地 方移管）大学進学者 の割合で ， 1992

年 と 2001年の 中央所管 （地方移管）大学の省別 の貢献度を示 した もの で ある 。 1992
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1990年代における中国高等教育機会の地域間格差
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年 に は ， 各省 に お け る中央所管 （地方移管）大学進学者の 占め る割合の 平均 は31．6

％で あっ た 。 最 も高い 海南 ， 青海 ， 寧夏 の 3省 は 50％ 前後に達 し ， 北京 ， 甘粛 ， 陝

西 の 3 省 も40％を超 えた 。 他の 24省はい ずれ も2  ％か ら40％ まで の 間 に散在 して い

る 。 それ に対 して
，
2001年に は中央所管 （地方移管）大学進学者の 割合の平均 は24．

2％に下 が っ た 。 中央所管 （地 方移管）大学進学者の 割合が 30％ を超 えた省 は わずか

6省で
，
20％を割 っ た省 も 6省ある 。 遼寧以外 の全 て の省 に お い て ， 中央所管 （地 方

移管）大学 の 貢献度が 1992年よ り小 さ くな っ て い る 。

　再分 配 に利用で き る定員が制限 されて い る とは 言え ， 入学定員 を合理的 に配分 す

る な らば ， 依然 と して 相当の 効果 をあ げる こ とが で き る 。 地域間格差 を是正 す る た

め に は ， 地方所 管大学収容 力の 低 い 省 ほ ど ， 中央所管 （地 方移管）大学の 割 当て 定

員 を増や す必 要が あ る。 した が っ て ， 地域間格差 を是正す る に は ， 省別の 地方所管

大学進学率と中央所管 （地方移管）大学進学率 とが逆相関で ある こ とが望 ま し い
。

　図 5 は ， 1992年 と2001年に お け る 27省 （北京 ， 上海 ， 天津 と い う 3 大都市 を含 ま

な い ） の 地方所管大学進学率 と中央所管 （地方移管）大学進学率 と の 相関 を示 した

もの で ある 。 図の よ うに ， 両年度の 回帰方程式 の 決定係数 は それ ぞれ 0．314と0．475

で ， 地方所管大学進学率 と中央所管 （地方移管）大学進学率 とは正 の 相関関係を持

っ て い る 。 すなわ ち ， 地方所管大学の 提供す る高等教育機会が 多い 省 ほ ど ， 中央所
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管大学 と地方移管大学か ら もよ り多 くの 入学定員 を獲得して い る 。 中央所管大学 と

地方移管大学 の 省別定員割当は機会均等に 限 られ た効果 しか 上 げられず ， 地方所管

大学収容力 に よる高等教育機会の 地域 問格差 を さ らに拡大 させ て い る 。
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図 5　 地方所 管大学進学率と 中央所管 （地方移管）大学 進掌率 （27省）

　1992年 に比 べ
， 2001年の 回帰 方程式 の 回帰係数が 大 き くな り， 地方所管大学進学

率 と中央所管 （地方移 管）大学進 学率 との 相乗効果が明 らか に強 くな っ て い る 。 ま

た ， 江蘇 と遼寧 な どの よ うな地 方所管大学進学率の 高い 省が 回帰直線の 下か ら上 に

移動 した こ とが観察 された 。 図 2の 中で見 られ る ように ， 大学進学率の 高い 省 の 多

くは収容力の 大 きい 省で もあ るた め ， 先行研究 の 中で指摘 され て い る 「地元利益」

の 増大 は上述 の相乗効 果の増強の 原 因 に な る こ と も考 え られ る 。

5J3． 大 学の 省別定 員割 当に 関 する 事例分析

　以上 の 分析か ら ， 地域間 にお け る入学定員の 再分配が 適切 に行 なわれ て い ない こ

とが明 らか とな る 。 特 に ， 量 的拡大 と市場化の 時代 に ， 再分 配 に利 用で き る定員 が

限 られ ， 分配の 結果 も格差の 是正 に よ り不利 な方向 に動い て い る 。 た だ し ， その 具

体的 な原因 は未だ明 らか に な っ て い な い 。 こ こ で は ， 個別大学の 『省別計画』 を分

析 し ， 大学の 定員割当の 特徴か ら説明 を試み る 。 大学学生募集の 「省別 計画 』に 関

す る資料 は 限 られ て い る
a3）　tcめ ， 本稿 で は ， 14校

（1の
の 大学の 『省別計 画』 を利 用 し

322

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Sooiety 　of 　Eduoational 　Sooiology

1990年代における 中国高等教育機会の地域間格差

て ， 定員割当に 関す る特徴 を計量的 に推測す る こ と にす る 。 ま た ， これ らの 大学 を

2001年にお ける所管関係 に基 づ い て ， 中央所管大学 と地 方移管大学 に分 ける 。

　 まず ， 割当て る定員 を省内 と省外 と い う 2 つ の部分 に 区別す る 。 表 1 は ， 1992年

と2001年に お け る各大学の 省内割当定員の比率 を示 して い る もの で ある 。

表 1　 所 管関係別 大学の 省内割当定員の 比率

　　　　　　　（1992年 ＆ 20田 年）

省内割当定員（％） 省内増加 量
大学類 型 大学 立 地

1992年 2001年 （％ポ イ ン ト）

A 江 蘇 46．9 61．0 14．1

B 陝 西 21．8 30．0 8．2

中央所 C 安 黴 21．6 一3、6
18．1

管大学 D 安黴 27．9 一9．8
E 北京 0．5 4．4 3．9

F 北京 56．6 55．9 一〇．6

G 北京 14．7 34，0 19．4
H 天 津 30，0 40 ，2 10．2

1 江蘇 37，6 68，6 31．〔〕

地 方移 J 浙 江 8．6 74．8 662
管 大 学 K 陝西 42．3 48．6 6．3

L 安徽 33．3 52．7 19．3
M 湖南 76．1 36．8 一39．4
N 吉林 44．8 57．2 12．4

平 均 33．0 44、8 11．8

注） 筆者 の 調査 データ よ り作成 eA 大学 と N 大 学 は 1992年
　 　 の データ が な い た め，それ ぞれ 1990年 と1993年 の もの を

　 　 代替 と して 使 用 す る 。

　表 1 か ら
， 以下の こ とが分か る 。

　第
一

に ， 各省 は 省内に立 地する 中央所管大学や地方移管大学 か ら大 きな利益 を得

て い る 。 E 大学 を除 い て ， 各大学が 地元 の省 に割 り当て た定員 は高 い 水準 に 達 して い

る 。 さ らに ， 1992年 に 比 べ
， 2001年省 内割 当定員の 割合の平均値が 11．8％ ポイ ン ト

も増加 し， 14大学 の 中で 10大学の 省内割当定員の割合が上 昇 した 。 王 ・陳 （2002）

が指摘した よ うに
， 近年定員 割当に お ける 「地元利 益」の 拡大 が 目立 っ て い る 。

　第二 に ， 中央所管大学の 地方移管が定員の 省別割当に影響 を及 ぼ して い る 。 1992

年か ら2001年 まで の 間 ， 中央所管大学 と地方移管大学の省 内割当定員の割合の 変動

に は異 な っ た特徴が見 られ る 。 A 大学 や M 大学 の よ うな
一

部の特殊 なケ ース を除

い て
， 全体的に 見れ ば ， 省内割当定員の 割合 の 増幅 は地方移管大学が 中央所管大学
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よ り大 き か っ た 。 中央所管大学の 地方移管政策が 各省に よ り多 くの 「地元利益」 を

もた ら して き た 。

　学生募集の 『省別計画』に お い て は， 各大学が省外に 割 り当て る募集定員 は省別

で 細 か く決 め られ て い るが ，その基準 は，高等教育機会 の再分配 に 関す る重要 なル

ール の 1つ で もある 。 以下 で は， 各大学が省別に割 り当て る定員の 数か ら ， 定員の 省

外割当に お け る大学側が則 っ て い る 基準 を探 っ て み よ う。

　表2は ，1992年の 大 学別省外割当て 定員 の地域的分布に 関する重 回帰分析を利用 し

て ， 定員割当の 基準 を推測 した 結果 を示 して い る もの で あ る 。 これ まで取 り上 げて

き た 14大 学の 中で ， F ，
　 H ，

　 L ，
　 M と い う4大学 は学生募集地域が 少 な い

as）
た め ， 重

回帰分析 の運 用 に は不適切 だ と判断 し， 考察 の対 象か ら除外 した 。 また
， 表 2に示 し

た よ うに ， サ ン プル 数が 限 られ ， 独立変数の 間の 相関関係が 強 い た め ， 多重共線性

の 問題 は避 け難い
。 その た め ， こ こで は独立 変数 を逐次 に投入す る と い う変数増加

法を利用 す る。

　分析で は， 割当先省 の 18歳人 口規模 に配慮して ， 従属変数 は大学の 省別 「18歳人

口 1 万人 当た り定員割 当量」を使 う。

一
方 ， 独立 変数 と して は ， 「地域間距離」， 「1

人 当た りGDP 」， 「大学収容力」， 「普通高校卒業率1 との 4つ を取 り上げる。 その う

ち ， 「1人 当た りGDP 」は各省の 経済発展水準 を示す指標 で ある 。 「1人当た りGDpj

と 「普通高校卒業率」 と い う 2 つ の 指標 は ， 社会側 や家庭側 の 高等教育 へ の 有効需

要 を示 して い る 。 「大学収容力」 は 同省の 高等教育機会供給能力 を表す変数で あ る 。

「地域 問距離」と い う変数 は大学 が 立地す る省 の 省都 か ら割当先省 の 省都 まで の 直線

距離 を指 し ， 以上 の 3 変数 と異 な っ て ， 割当先省 の 特徴 で はな く， 大学 と割当先省

との 相互 作用 の 強弱 を表す もの で あ る 。 地域 間距離 が大 き い ほ ど
， 各種の交流活動

の コ ス トが高 ま り， 相互作用が 弱い と考え られる 。

　表 2 の よ うに ， 1992年 に ， 重回帰分析 の対象 とした 10大学の うち ， C 大 学以 外の 9

大学 は い ずれ も上述 の 独立変数か ら有意 な影響 を受 けて い る 。 また ， 回帰モ デル に

使 われ た 4 つ の 独立変数の 中で
， 最 も影 響力が あ っ た の は 「普通高校卒業率」で あ

る 。
つ ま り， 後期 中等普通教育が 普及 された地域 ほ ど， 多 くの大学か ら よ り多 くの

定員 を割 当て られ る傾 向が あ る 。 結果 的に は ， 大学の 『省別計画』が 高校 レ ベ ル の

受験競争 を緩和す る役割 を も果 た して い る。 したが っ て ， 初中等教育 の発展水準 に

お け る地域間格差 は 高等教育機会 の再分配の 結果 と直接的な関係 を持 っ て い る 。 「普

通 高校卒業率」 に次 ぐ 2 番目の 影響力を 持つ 要因 は 「大学収容力」で ある 。 同要因

が定員 の 数に正 の 影響 を及ぼ す た め ， 大学収容力の 大 き い 地域が一
部の 大学か ら よ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　1990年代におけるqコ国高等教育機会の地域間格差

り多 くの 定員 を割 り当て られ る状態 に な り， 高等教育機会の 地域間格差の 是正 と相

反す る効果が現 れ た 。 そ れ に対 して ， 「地域 間距離」と 「1 人当た りGDP 」と い う 2

つ の 独立変数が 有意に な っ た ケ ース が少 な く， 先行研究 （王 ・陳　2002
， 楊　2004）

で 指摘 されて い る先進地域偏向 と近隣地域偏向 はあ ま り見 られ な い
。

表 2　 大学別省外割 当定員の 地域 的特 徴（1992年 ）

A 大学 B 大学 C 大 学 D 大 学 E 大学

地 域間距離
一
〇 294桝

1人当た ウ GDP 一
大学収容力   ，515榊 0．936絆零

普通高校卒業率 0404 ＊ 0．845＊ 輯 0．504＊家

調 整済 み 琵 0，705 0，731 0、687  ．226一
F 値 34．400卓林 39．039亭 串ゆ 62．596掌 牌 9．175料

G 大学 1大学 J 大学 K 大学 N 大 学

地 域 間 距 離 0．318串

1人当た り GDP 0．622＊纏 迫 ．543串

大学 収容力 D．813林＊

普通 高校卒業率 0．695写 累 ‡ 0．874纏 8
 ．624林 亭

調整済み R2 0．463 0．364 0．596 0．305 0．367
F 値 25．170ホ ホ ホ 17．037＊ 輯 21．672零 零 零 7．ユ58掌料 17．233零喉索

注 ） 筆者の 調 査 データ よ P作 成。＊

p＜ ．05，
”
p＜ ．Ql，

’Mp

＜ ．OOI。

　次い で ， 2001年の 各省の データ を用 い て
， 同様に重回帰分析が行 っ た と こ ろ （図

表 は省略 ）， 9 大学 の うち ， 5大学 は F 検定が 有意で は な い の で ，同モ デル は当て は

ま らな い
。 残 りの 4大学 に つ い て も， そ の 中の 3校 の 決定係数が 1992年 よ り小 さ く

な っ た
ae

。 そ こ か ら ， 高等教育 の 量 的拡大 と市場 化 の 展開に つ れ て ， 大 学の省別割 当

定員の 数 を決 め る 『省別計画』が 別 の 要因か ら も影響 を受 け る ように な っ た と推測

で き る 。

　1992年 と2001年の 重回帰分析の 結果 はなぜ大 き く異な っ て い るか 。
こ の 問題 に答

えるた め に ， ユ992年 に関する 分析の 中で 従属変数 に使わ れ た 「1 万人 当た り定員割

当量 」を ， 「1992年実績」 と い う独立 変数 と して ， 重 回帰分析 モ デル に 加 えて み る 。

同変数を通 して ， 従来に 設定 され て い た省別定員割当量の 影響を考察す る 。 その 結

果 ， 表 3 の よ うに
，
D 大学に統合され た C 大 学 を除 い て ， 回帰モ デル が有意 に な ら

な か っ たの は E 大 学の み で あ る 。 1992年の 重 回帰分析の 結果 に比 べ
， 2001年の 大 き

な変化 はか つ て 影 響力が 強か っ た 「普通高校卒業率 」と い う変数が急速に 影響力 を

失 っ た と い うこ とで ある 。 量 的拡大 と市場 化 の 時代 に は ， 大 学の省別 定員割当が 受
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験競争 を緩和す る装置 として の 機能 を失 い つ つ あ る の で あ る 。 それ に対 して ， 新た

に投入 され た 「1992年実績」は 5つ の 独立 変数の 中で ， 最 も共通的 な影響要因 とな っ

た 。 市場化の 時代 に 入 っ た と は 言え ， 多 くの大学 は 『省別計画』 を立 て る に 際 して ，

環境の 変化 へ の 対応 を怠 り， 依然 と し て従来の 計画経済時代の 伝統に と らわ れ て い

る。 その結果 ， 計画経済時代に多 くの定員 を割 当て られ て い た省の定員割当に お け

る有利 な立場が 固定化 され て しま う事態 を招い た 。
こ の 点に つ い て は ， 楊 （2004）

の 知見 とも
一致す る結果が得 られた 。

こ こ に は ， 大学 と割当先省 との 問に存在 して

い る制度的な つ なが りを見 る こ とが で きる 。

表 3　 大学別省外割 当定員 の 地 域 的特 徴（2001年）

A 大学 B 大学 C 大学 D 大学 E 大学

地域間距離
一
〇 185‡ 一

〇．427林

1人 当た り GDP 一
〇．575ホ 林

大学収容率 0．298． 0．477串 “ 一

普通 高校卒業率
1992年実績 0617 零 ＊ ＊ 1．091材 ＊

調 整 済 み R2 0．846 0．832 0．488 一
F 値 52，111榊 ‡ 70．146＊ 林 14．349寧 牌

G 大 学 1大 学 」大 学 K 大 学 N 大学

地域間距離

1人 当た りGDP 一D．554零

大学収容率
一〇．378＊ ＊ 象

普通 高 校 卒 業 率 D．908串 ＊

1992年実 績 1．086准料 0．534料 0．627糧＊ 0．435ネ

調 整済 み RZ 0．861 0．259   、273 0．371 0．159

F 値 87．983艸 譬 10．762料 6．260畔 17．507宰 騨 6．297穿

注 ） 筆者の 調 査 データ よ り作成 e　
“

p＜ ．05，’ ＊

p＜ ．01，＊ ”

p＜ ．001。

6 ．　 結論

　本稿 で は ， 高等教育機会 の地域間格差の是正 に お け る省別学生募集制度 に 着 目し

て ， 1990年代 と い う高等教育 の 量的拡大 と市場化の 時代 に お け る 中国の 高等教育機

会の 地域 間格差問題 を考察 した 。 そ の 結果 は以 下 の よ うに ま と め られ る 。

　中国で は ， 高等教育機会 の地域間格差 は か な り大 き い もの で あ る 。 さ らに
， 高等

教育 の量 的拡大 と市場化 が 急速 に 展開す る中， 格差 は
一

層拡大 して い る 。 各省の 大

学進学率 は省 内の 大学収容力 と非常 に 強 い 相 関関係 を持 っ て い る。 中国の独特 な省

別学生募集制度 とい う再分配 メ カ ニ ズム は大学収容力の 地域間格差 の影響の 解消 に
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1990年代にお ける中国高等教育機会の地域間格差

一
定の 役割 を果た して い るが ， 各地域 の 高等教育機会 の均等化 に お い て期待された

とお りに充分 に機能してい るわ けで はな い
。 そ の 原因は ， 中央所管大学 と地方移管

大学の 定員割当の 地元偏向， 「効率重視」の 省別割当て 基準な ど に 求め られ る 。 高等

教育の量的拡大 と市場化の 中，定員割当の 地元偏向 は強化 され ， 省別割当て計画の

硬直化 も 目立 っ て い る 。 その 結果 ， 中央所管 ・地方移管大学 は各省 の 地方所管大学

の 省内 に お ける学生 募集が もた ら して きた高等教育機会の 地域間格差 を是正 す る機

能が さ らに 弱 ま っ て い る。

　以上 の 実態は省別学生募集制度の 避 け難い 結果で ある 。 省別で 計画的に行わ れ る

学生募集は ， 特別 な補助措置 を講 ぜ ず に ， 高等教育機会 の 第
一

次分配 に恵 まれ て お

らず大学収容力 の 低 い 地域の 大学進学率を
一

定の レ ベ ル まで 高 め られ る と い うメ リ

ッ トが ある 。 だが
一

方で ， 大学入学定員の計画的な配分自体は大 きな不確実性 を抱

えて い る 。 高等教 育機会の 配分 に 携わ る組織
一

地 方政府 ， 大学 ， 中央政府一 は

それ ぞ れ異な っ た 目標 を持 っ て い る 。 地 方政府が地元 の 高い 大学進学率を求め ， 省

内の 地 方所管大学 の 定員拡大 と ， 中央所管大学 と地 方移管大学か ら割 当て られ る定

員 の増加 を望 ん で い る 。

一
方 ， 中央所管大学 と地 方移管大学は ， 学生 の 質及び割 当

先省 と の 関係 に 配慮 して ， 各省 に 割当て る定員 を決 め る。 また ， 中央政府 は地域間

格差 の是正 を図 る と同時に ， 経済 開発 を最重 要課題 として ， す べ て の 地域 を同 じ よ

うに扱 う こ とが で きない 。 計画経 済体制 の下 で ， 中央政府は予 算と行政権力 を用 い

て
， 地方政府 と大学の 行動 を比較 的有効 に コ ン トロ

ール して い た 。 社会経済 シ ス テ

ム へ の 市場 メカ ニ ズ ム の 導入に つ れ て ， 地方政府 と大学の独立性及 び両者の 連携 が

強 ま り， 『学生 募 集計画』に 対 す る中央政府の 調整機能が著 し く後退 して い る 。 地方

の 台頭を考え る と， 高等教育機会の 地域間格差 を是正 す るた め に は ， 大学収容力の

小 さい 地域 で大学の 新増設をよ り積極的 に行 な う必要が あるだ ろ う。

　本稿で は ， 高等教育機会の 地域間格差 を考察 し ， 省別学生 募集制度 の格差是正 機

能 を分析 して きた 。 主に 量的データ に 頼 っ て 議論 を進 めて きたが
， 省別学生募集制

度と高等教育機会 の 地域間格差 との 関連 を さ らに詳 し く説明 す るに は， 地域間格差

の是正 に関す る政府側の 見解や ， 省別定員割 当に お け る政府の具体的な政策及び大

学の 学生募集戦略な ど
， 質的な データ に 基づ い た分析 と考察 も必 要 で あ る 。 また ，

高等教育 の 量 的拡大 と市場化の影響 を よ り正確 に 捉 える た め に ， よ り多 くの 年度の

デー タを収集 し ， 分析す る こ とも， 今後の 課題 と した い 。
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〈注〉

（1） 大学受験者 は戸籍 の 所在す る省以外 の地域で 受験 す るこ と は禁止 され て い る 。

  　中央所管大学と地 方所管大学は ， それ ぞれ 中央政府 と地方政府に設置 ・ 管理 さ

　 れ て い る大学で ある 。 前者が大学全 体 の三 分の
一

， 後者が 三 分 の二 を 占めて い が
，

　 1990年代以 降， 大多数の 中央所管大学が各地方政府 に移管 され た 。

  　教育部所管大学は中央所管大学の うち教育部が直接管理 す る 大学で ， 国内 トッ

　 プ クラス の名門大学 で もあ る 。

（4） 1990年代以降 ， 地方政府 に 移管されて い な い 中央所管大学 も 「共 同建設」の 名目

　 で 地 方政府か ら予算 を 受 け る代 わ りに ，

一
部の 管理監 督権 を地方政府 に移譲 した 。

  　各大学 は募集定員 と同数の 学生 を入学 させ るの で ， 「入学定員」 と 「募集定員」

　 は等しい
。

  　同資料は四 年制本科学生数の みの記載で あ る 。 二 年制 と三 年制の 専科大学 は主

　 に 地元 の省で 学生 を募集す る た め ， 『中国教育統計年鑑 』の データ に基 づ き各省の 専

　 科学生数 を算出 して 上述 の本科学生数 と合わ せ
， 各省の配分 され た入学定員 とす る。

（7） 2001年の大学進学率 は ， 30省 の うち ， 福建 省 23位 ， 広東省 21位 で あるの に対 し

　 て
， 1人 当た りGDP の順位 は それ ぞれ ， 7位 と 5位 で ある 。

（8｝ 2001年 の大学進学率 は， 吉林省 7位， 陝西省 8位 ， 湖北省 9位 であるの に対 し

　 て ， 1人当た り GDP の順 位は それ ぞれ ， 14位 ， 26位 ， 13位 で ある 。

（9） 北 京 ， 上 海 ， 天津 の大学収容力 は ，
1992年に は ， 進学率 よ りそ れ ぞ れ ，

16．6％ポ

　 イ ン ト， 14．3％ポイ ン ト，
4．3％ポ イ ン ト高か っ た 。 2001年 に な る と， それ ぞれ ，

　 25．5％ポイ ン ト， 6．4％ポイ ン ト， 4．4％ポイン ト， 大学収容力が進学率を上 回 っ た 。

  　地 方政府同士 の協定 に基づ き ，

一
部の 地 方所管大学で 少人数の 省間の 定員交換

　 は行 われ て い るが ， 同数交換 の ため ， 各省 に配分 され る入学定員 に は影響が な い
。

QD 各主管省庁 ， 教育部 と国家計画委員会の 調整 に よる省別割 当定員 の増減 は あ る 。

（12） 中央所管大学 と地方所管大学の 在学者数割合 は ， 遠藤 （1996）お よび遠藤 （2002）

　掲載 の在学者数 に基づ い て 計算 した 。

一
部 の 地方所管専科大学の データが欠落 し

　て い る た め ， 中央所管大 学在学者数の 割合が 過大評価され て い る 側面 もある 。

  　各大学の 年度別 『学生省別募集計画』 は教育部の 内部資料の た め ， ほ とん ど公

　開 さ れて い ない 。 2001年の 大学別 『省別計画』は ， 筆者が雑誌 『高校招生』の 2002

　年第 2 号 ・第 3号 ・
第 4号掲載 さ れた 募集人 数 に基 づ い て 整理 した 。 1992年の 同

　資料 は ， 筆者が調査 を行 う際 ，
い くつ か の 大学の 資料室か ら入手 した もの で ある 。

（14　C 大学 とD 大学は1990年代末に合併 して ， 1 つ の大学に な っ た た め ， 2001年 に

328

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

　　　　　　　　　　　　　　　　 1990年代における中国高等教育機会の地域間格差

　 は 1校減 っ て ，
13校に な っ た 。

  　1992年， F ，
　 H ，

　 L
，
　 M と い う 4 大学の学生募集地域 はそれ ぞれ ， 6省 ， 11省 ，

　16省 ，
12省で ある。

  　2001年に重回帰モ デル が成立 する A ， D ， 1，
　J と い う4大学の 決定係数は それ ぞ

　れ ， 0．729， 0．488， 0．212
，
0．273で ある 。 その 中で

，
A 大学以外の 3 大学の 決定

　係数の 値 は い ずれ も1992年 よ り小 さ い 。
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ABSTRACT

       Regional  Inequalities in Opportunities for

Higher Education in China: Structure and  Consequences

          of  the Regional  Distribution System

                                     DOU,  Xinhao

(Graduate School of  Education, The  University of  Tokyo)

       7-3-1 Hongo, Bunkyo-ku, Tokyo  113-O033, Japan
                         Email: txhhw@hotmail.com

  Promoting equality  in opportunities  for receiving  higher education  is one  of

the major  goals of  higher education  policy. In China, regional  equality  has been

maintained  by a  quota system  in which  the government  allocates  the numbers  of

university  entrants  to each  of  the Regions (Sho), Through  the expansion  of

higher education,  however, disparities in the levels of  partieipation among

Regions have expanded  in recent  years, reflecting  the  differences in levels of

economic  development. How  has regional  inequality grown,  and  why  did the

quota system  fail to prevent it? By analyzing  the changes  between 1992 and  2eOl,

this paper  attempts  to answer  these questions.

  In the first section,  it is shown  by analyses  of  macro  data that there were  fairly

large differences by Region in the participation rate  in 1992. Moreover,  the

expansion  of  higher education  in the 1990s brought about  significant  increases in

the regional  gaps.

  The  second  section  examines  how  the present  quota  system  functioned during

the course  of  expansion,  It is found that the expansien  of  universities  under  the

control  of  Regional governments  has been instrumental in increasing the supply

of  higher education  in the economically  advanced  Regions, Moreover, the

national  universities,  which  tend  to be located in urban  areas,  increased the

number  of  entrants  from  their own  Regions. These factors collaborated  to the

increase in the regional  growth  disparities.

  From  these observations,  it is concluded  that the existing  quota system  is

unable  to rectify  the pressure  of  both the demand  for, and  supply  oC  opportu-

nities  for higher education  that  reflect  differences in the level of  economic

development.
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